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1. 平成26年3月期の連結業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 26,155 13.8 551 8.4 546 6.9 273 1.5
25年3月期 22,984 ― 508 ― 511 ― 269 ―

（注）包括利益 26年3月期 279百万円 （2.5％） 25年3月期 272百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年3月期 25.48 25.23 8.1 9.1 2.1
25年3月期 25.10 24.96 8.4 8.6 2.2

（参考） 持分法投資損益 26年3月期 ―百万円 25年3月期 ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 6,108 3,513 57.0 323.57
25年3月期 5,926 3,322 55.9 308.39

（参考） 自己資本 26年3月期 3,484百万円 25年3月期 3,313百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年3月期 372 29 △104 1,904
25年3月期 △190 △89 △102 1,607

2. 配当の状況 

平成27年３月期の第２四半期末配当予想については未定としております。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年3月期 ― ― ― 10.00 10.00 107 39.8 3.3
26年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 107 39.2 3.2
27年3月期(予想) ― ― ― 10.00 10.00 ―

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率） 

 

売上高 営業利益
百万円 ％ 百万円 ％

通期
28,000 

～30,000
7.1 

～14.7
600 

～750
8.8 

～36.0



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期 10,956,500 株 25年3月期 10,933,100 株
② 期末自己株式数 26年3月期 187,200 株 25年3月期 187,200 株
③ 期中平均株式数 26年3月期 10,748,550 株 25年3月期 10,745,900 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続
は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお 
り、実際の業績等は様々は要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につい
ては、添付資料の２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

当連結会計年度（平成25年４月１日～平成26年３月31日）におけるわが国の経済状況は、政府による機動的な財政

政策や日銀による異次元金融緩和を背景に、円安や株高が進み、緩やかながら企業収益は回復基調で推移いたしまし

た。また、一部業界におきましては、消費税増税前の駆け込み需要も見られました。

このような状況下における、当社グループのサービスに関わるマーケットの市況は以下のとおりであります。

　

① SPOサービス事業領域

移動体通信業界におきましては、スマートフォン端末の普及やタブレットPCの販売増加を背景として次世代高速無

線通信への需要が高まり、販売支援に対するニーズは増加しております。

家電業界におきましては、特に白物家電において消費税増税を控えた駆け込み需要が見られました。

ストア業界におきましては、消費税増税を控えた駆け込み需要により一部伸びが見られましたが、生活必需品に対

する節約志向は依然として続いております。一方、コンビニエンスストア業界では、鉄道事業者との提携による駅ナ

カ店舗のブランド転換や、ドラッグストア・調剤薬局との一体型店舗の出店等の新しい取り組みと共に、積極的な業

容拡大を行い業績は好調に推移しております。

② BYSサービス事業領域

主要マーケットの一つである流通業向けの棚卸サービス業界におきましては、業界を超えた競争環境が激化してい

る一方で、コンビニエンスストア事業者向けサービスについては前述の通り、好調に推移しております。

物流業界におきましては、インターネット通販業界の市場が引き続き拡大をしており、翌日配送や時間指定配送強

化等、顧客へのサービスを充実させる動きが見られております。

食品製造業界におきましては、各社商品の拡販に力を入れ、売上高は堅調な数字で推移しておりますが、円安によ

る原材料価格の高騰や、電気・ガス等光熱費の費用上昇により国内における収益率は厳しい状況にあります。

③ HRサービス事業領域

人材サービス業界におきましては、円安により大手メーカーを中心として企業の業績が回復してきており、オフィ

スシーンにて経理等の専門性の高い人材のニーズが高まってきております。また、インターネット通信業界の市場拡

大に伴い、コールセンターの需要も拡大しております。

また、人材紹介業界におきましては、政府の財政政策による企業の業績回復により、有効求人倍率が上昇し、企業

の採用意欲の活発化が見られております。

④ その他サービス事業領域

その他サービス事業の柱であるWebサービス事業に関わるインターネット業界におきましては、スマートデバイス

の普及拡大と共に、引き続き市場規模は拡大を続けております。

　

このような状況下で当社グループは、当連結会計年度における営業活動として、SPOサービス事業におきましては、

これまでの販売現場における人的サービス及び、販促物の製作や商業施設の内装施工等を新たなサービスとして加

え、販売現場を総合的に支援するサービスの展開を行ってまいりました。

BYSサービス事業におきましては、コンビニエンスストアの出店増加に伴う棚卸サービスの需要増加や、通販市場

の拡大に伴い、当社クライアントにおいて需要が順調に増加いたしました。また、平成25年６月４日に連結子会社化

した株式会社ジャパンプロスタッフ（旧 藤栄テクノサービス株式会社）におきましては、全国の食品生産工場への

対応化に向けて拠点の進出を行い、案件の獲得に注力してまいりました。

HRサービス事業におきましては、有効求人倍率の上昇やインターネット市場の拡大によるコールセンター需要の増

加により、当社主要取引先における人材需要が増加いたしました。

WebSPOサービス事業におきましては、当社のサンプリングサイトである「もにったー」の掲載商品の充実化と会員

数の増加を推進すると共に、もにったーの会員基盤を活かしたマーケティングサービスの展開にも注力いたしまし
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た。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は26,155,773千円（前年同期比13.8%増）、営業利益は551,434千円（前年同

期比8.4%増）、経常利益は546,778千円（前年同期比6.9%増）となりました。

　

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① SPOサービス事業

SPOサービス事業は、販促物の製作や商業施設の内装施工等、積極的に新規分野での売上拡大に注力をいたしまし

たが、人材サービスにおける一部クライアントの直接雇用化等の結果、売上高は13,360,734千円（前年同期比3.9%

減）となりました。

② BYSサービス事業

BYSサービス事業は、コンビニエンスストアの新規出店増加に伴う棚卸サービスの需要増加や通販市場の拡大に伴

う物流拠点での軽作業が増加したことに加え、全国の食品生産工場案件の受注が好調に推移した結果、売上高は

7,554,377千円（前年同期比69.6%増）となりました。

③ HRサービス事業

HRサービス事業は、インターネット市場の拡大によるコールセンターニーズの増加に加え、当社クライアント先に

おける業績の回復に伴い、人材需要が増加した結果、売上高は5,156,930千円（前年同期比12.1%増）となりました。

④ その他サービス事業

その他サービス事業は、Webサンプリングサイト「もにったー」の商品拡充と会員数の増加、会員基盤を活かした

マーケティングサービスを展開した結果、売上高は83,731千円（前年同期比151.8%増）となりました。

　

（２）財政状態に関する分析

① 平成26年３月期の資産、負債及び純資産の状況

（資産）

当連結会計年度末における総資産は6,108,555千円となり、前連結会計年度末に比べ181,650千円増加しました。

これは主に、現金及び預金、受取手形及び売掛金等が増加したことによるものです。

（負債）

当連結会計年度末における負債は2,594,967千円となり、前連結会計年度末に比べ9,054千円減少しました。これ

は主に、未払金及び預り金等が減少したことによるものです。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産は3,513,587千円となり、前連結会計年度末に比べ190,704千円増加しました。

これは主に、利益剰余金が166,427千円増加したことによるものです。

② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は1,904,550千円となり、前連結会計年

度末より296,972千円増加しました。当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は

次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益495,334千円の計上、仕入債務の増加額62,052千

円がありました。一方、法人税等の支払額147,886千円、未払金及び未払費用の減少額128,691千円等がありました。

この結果、キャッシュ・フローは372,068千円となり、前連結会計年度に比べ562,525千円増加いたしました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に定期預金の払戻による収入200,000千円、有形固定資産の取得による

支出90,260千円等により29,261千円となり、前連結会計年度に比べ118,409千円支出が減少いたしました。
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(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払により107,228千円の支出となり、前連結会計年度に比べ

1,978千円支出が増加いたしました。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

（ご参考）
平成24年３月期

（ご参考）
平成25年３月期

平成26年３月期

自己資本比率（％） 53.2 55.9 57.0

時価ベースの自己資本比率
（％）

36.3 49.5 56.4

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（％）

－ － 2.1

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

94.8 － 69.7

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

（注３）利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としていま

す。
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２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

　当社グループは、「生活者と企業の間を円滑にするサービスを提供し、すべての人の豊かさ向上に貢献する」ことを経

営理念として掲げ、クライアント、働く人、消費者へ貢献することがひいては当社グループの成長発展へと繋がってい

くと考えております。クライアント、働く人、消費者への貢献度を高める事を念頭に置いたサービスの拡充、付加価値

の創造を行っていくと同時に、コンプライアンス体制・内部統制の強化を継続的に行うことで社会的責任を果たし、継

続的かつ安定的な企業成長を目指し、全てのステークホルダーの皆様にとって価値のある企業グループとなることを目

指してまいります。

（２）目標とする経営指標及び中長期的な会社の経営戦略

　当社グループは、これまでメーカー等の営業部隊の一員として、量販店等小売店への営業促進から店頭販売に至るま

でのセールス・プロセス活動をトータルに支援するSPO事業を事業の中核として取り組んでまいりました。昨年度は、

SPO事業のさらなる強化策として、流通業向けに商業施設の設計施工、建築・内装施工・サイン企画、販売促進等の企画

立案から立ち上げから運営までの一連のプロセスを支援するサービスを開始すべく株式会社P&Pデザインを立ち上げ、販

売現場のトータルサポートサービスが可能となりました。今年度は昨年創り上げた基盤をさらに強化させることで飛躍

を図ってまいりす。

　今後も引き続き売上規模の拡大と利益率の向上を図り、当社グループは2018年３月期に連結売上高500億円、連結営業

利益率5.0%を目指してまいります。

（３）会社の対処すべき課題

　事業の安定性とリスク分散を鑑み、主力サービスであるSPOサービスの拡大を目指すとともに、新たな事業分野の柱と

なる新規商材及び新規分野の開拓にも積極的に取り組み、さらなる企業価値の創造に邁進していく所存であります。

　また、社会保険適用事業所が社員を雇用する場合、健康保険法及び厚生年金保険法により社員を社会保険に加入させ

る義務があります。これにより、現場業務を担当するスタッフを含めた当社グループが雇用する労働者で社会保険適用

該当者については、社会保険への加入を徹底しておりますが、今後加入対象者の要件が変更になった場合には、当社グ

ループスタッフの加入対象者が増加が見込まれます。さらに、平成16年の年金制度改革により厚生年金保険料の料率は

平成29年まで段階的に引き上げられることから、平成29年まで毎年0.177％ずつ引上げられ会社負担が毎年増加していく

ことが決定しております。従って派遣から請負への切り替えによる粗利益の確保、隣接領域における新規事業の確立に

よる高付加価値サービスの提供は当社グループの必須の課題として業務に推進してまいります。
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３．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,807,578 1,904,550

受取手形及び売掛金 2,819,362 2,968,201

商品 28,683 35,751

仕掛品 236 17,326

繰延税金資産 26,511 52,938

前払費用 87,861 92,735

未収還付法人税等 105,867 －

その他 36,846 28,763

貸倒引当金 △3,596 △3,273

流動資産合計 4,909,351 5,096,995

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 124,632 137,617

減価償却累計額 △38,004 △55,294

建物及び構築物（純額） 86,628 82,322

車両運搬具 11,005 13,138

減価償却累計額 △610 △5,170

車両運搬具（純額） 10,394 7,968

工具、器具及び備品 272,714 307,031

減価償却累計額 △207,596 △249,364

工具、器具及び備品（純額） 65,118 57,666

建設仮勘定 － 25,195

有形固定資産合計 162,141 173,154

無形固定資産

のれん 67,788 37,370

その他 61,110 73,705

無形固定資産合計 128,899 111,076

投資その他の資産

投資有価証券 144,516 148,876

関係会社株式 56,572 31,350

破産更生債権等 16,828 24,541

長期前払費用 2,835 1,970

繰延税金資産 90,973 91,178

差入保証金 294,690 311,627

保険積立金 106,479 113,328

その他 12,932 11,762

貸倒引当金 △16,662 △20,798

投資その他の資産合計 709,165 713,837

固定資産合計 1,000,206 998,067

繰延資産

創立費 12,862 10,004

開業費 4,483 3,487

繰延資産合計 17,346 13,491

資産合計 5,926,904 6,108,555

決算短信 （宝印刷）  2014年05月09日 14時18分 6ページ （Tess 1.40 20131220_01）



株式会社Ｐ＆Ｐホールディングス(6068) 平成26年３月期 決算短信

7

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,378,266 1,550,865

未払金 383,477 259,707

未払費用 118,975 117,875

未払法人税等 84,346 82,096

未払消費税等 202,002 207,067

預り金 163,032 92,390

賞与引当金 29,244 38,301

その他 8,262 23,876

流動負債合計 2,367,607 2,372,182

固定負債

長期未払金 9,400 9,058

退職給付引当金 291 －

役員退職慰労引当金 226,722 211,737

退職給付に係る負債 － 4

その他 － 1,983

固定負債合計 236,414 222,784

負債合計 2,604,021 2,594,967

純資産の部

株主資本

資本金 1,384,091 1,385,227

資本剰余金 552,622 553,758

利益剰余金 1,432,580 1,599,008

自己株式 △58,427 △58,427

株主資本合計 3,310,867 3,479,566

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,044 5,084

その他の包括利益累計額合計 3,044 5,084

新株予約権 8,971 8,739

少数株主持分 － 20,197

純資産合計 3,322,883 3,513,587

負債純資産合計 5,926,904 6,108,555
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 22,984,171 26,155,773

売上原価 18,923,516 21,857,184

売上総利益 4,060,654 4,298,588

販売費及び一般管理費 3,552,140 3,747,154

営業利益 508,514 551,434

営業外収益

受取利息及び配当金 3,835 3,347

その他 6,257 2,772

営業外収益合計 10,093 6,119

営業外費用

支払利息 5,289 5,335

創立費償却 1,429 2,858

その他 287 2,582

営業外費用合計 7,006 10,775

経常利益 511,600 546,778

特別損失

子会社整理損 － 51,443

特別損失合計 － 51,443

税金等調整前当期純利益 511,600 495,334

法人税、住民税及び事業税 234,509 233,983

法人税等調整額 7,339 △16,203

法人税等合計 241,848 217,779

少数株主損益調整前当期純利益 269,752 277,554

少数株主利益 － 3,667

当期純利益 269,752 273,886
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 269,752 277,554

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,957 2,040

その他の包括利益合計 2,957 2,040

包括利益 272,709 279,594

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 272,709 275,926

少数株主に係る包括利益 - 3,667
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(単位：千円)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,384,091 552,622 1,264,914 △58,427 3,143,201

当期変動額 　 　 　 　 　

新株の発行 － － ―

剰余金の配当 　 　 △102,086 　 △102,086

当期純利益 　 　 269,752 　 269,752

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 － － 167,666 ― 167,666

当期末残高 1,384,091 552,622 1,432,580 △58,427 3,310,867

　

その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 87 87 ― ― 3,143,288

当期変動額 　 　 　 　

新株の発行 ―

剰余金の配当 　 　 　 △102,086

当期純利益 　 　 　 269,752

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
2,957 2,957 8,971 ― 11,928

当期変動額合計 2,957 2,957 8,971 ― 179,594

当期末残高 3,044 3,044 8,971 ― 3,322,883
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当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：千円)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,384,091 552,622 1,432,580 △58,427 3,310,867

当期変動額 　 　 　 　 　

新株の発行 1,135 1,135 2,271

剰余金の配当 　 　 △107,459 　 △107,459

当期純利益 　 　 273,886 　 273,886

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 1,135 1,135 166,427 － 168,699

当期末残高 1,385,227 553,758 1,599,008 △58,427 3,479,566

　

その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 3,044 3,044 8,971 ― 3,322,883

当期変動額 　 　 　 　

新株の発行 2,271

剰余金の配当 　 　 　 △107,459

当期純利益 　 　 　 273,886

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
2,040 2,040 △232 20,197 22,005

当期変動額合計 2,040 2,040 △232 20,197 190,704

当期末残高 5,084 5,084 8,739 20,197 3,513,587
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 511,600 495,334

減価償却費 83,557 82,690

のれん償却額 80,494 47,498

創立費償却額 1,429 2,858

開業費償却額 1,418 996

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,914 3,812

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,962 △10,644

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7,846 △14,984

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,208 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △1,240

株式報酬費用 8,971 2,016

子会社整理損 － 51,443

受取利息及び受取配当金 △3,835 △3,347

支払利息 5,289 5,335

売上債権の増減額（△は増加） △291,447 △3,029

たな卸資産の増減額（△は増加） △14,905 △24,157

前払費用の増減額（△は増加） △23,732 △4,580

仕入債務の増減額（△は減少） △60,313 62,052

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △16,017 △128,691

未払消費税等の増減額（△は減少） △59,266 △5,254

その他 △53,431 △36,323

小計 176,398 521,784

利息及び配当金の受取額 3,358 3,506

利息の支払額 △5,289 △5,335

法人税等の支払額 △364,923 △147,886

営業活動によるキャッシュ・フロー △190,456 372,068

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 200,000

投資有価証券の取得による支出 △30,778 △1,207

子会社株式の取得による支出 － △31,350

子会社株式の売却による収入 － 5,500

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による支出

－ △6,603

有形固定資産の取得による支出 △33,097 △90,260

有形固定資産の売却による収入 4,846 －

無形固定資産の取得による支出 △12,933 △31,187

長期前払費用の取得による支出 △1,938 △28

差入保証金の差入による支出 △11,785 △13,832

差入保証金の回収による収入 10,177 3,280

その他 △13,638 △5,049

投資活動によるキャッシュ・フロー △89,147 29,261

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △102,379 △107,228

その他 － 2,870

財務活動によるキャッシュ・フロー △102,379 △104,357

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △381,983 296,972

現金及び現金同等物の期首残高 1,989,561 1,607,578

現金及び現金同等物の期末残高 1,607,578 1,904,550
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

　該当事項はありません。

(企業結合等関係)

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 藤栄テクノサービス株式会社

事業の内容 一般労働者派遣業、デモンストレーター派遣、有料職業紹介業事業

(2) 企業結合を行った主な理由

SPOサービス事業及びBYSサービス事業の規模の拡大と間接業務の一体的運用による効率化を図り、SPOサービス、

BYSサービスの事業展開に基づく、クライアントへのフルサポートを実現するため。

(3) 企業結合日

平成25年６月４日

(4) 企業結合の法的形式

株式取得

(5) 結合後企業の名称

平成25年７月３日付で株式会社ジャパンプロスタッフに社名変更しております。

(6) 取得した議決権比率

合併直前に所有していた議決権比率 0％

企業結合日に取得した議決権比率 90％

取得後の議決権比率 90％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として、藤栄テクノサービス株式会社の発行済株式の90％を取得したためであります。

２． 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

平成25年６月１日から平成26年３月31日まで

３． 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 現金 142,744千円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 23,100千円

取得原価合計 165,844千円

４． 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

17,080千円

(2) 発生原因

企業結合時の時価純資産総額が取得原価を下回ったため、その差額をのれんとして認識しています。

(3) 償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却
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５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた債務の額並びに主な内訳

流動資産 327,541千円

固定資産 21,605千円

資産合計 349,147千円

流動負債 175,728千円

固定負債 8,124千円

負債合計 183,853千円

６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響

概算額及びその算定方法

当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額が軽微であるため、記載を省略しております。なお、当

影響の概算額については監査証明を受けておりません。

　

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１．報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、重点事業領域であるSPOサービス事業を軸に、事業活動の特徴、法的規制を考慮した経営管理上

の区分によって、「SPOサービス事業」、「BYSサービス事業」、「HRサービス事業」及び「その他サービス事業」の４つ

を報告セグメントとしております。

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「SPOサービス事業」は、放送・通信キャリア、一般消費材メーカー及び各関連企業を中心に販売支援・営業支援

に係る各種サービス業務を主な業務としております。「BYSサービス事業」は、小売店舗・倉庫の商品棚卸代行業務

や、販売プロセスのバックヤード作業を支援するサービス（商品の仕分け、梱包）などを主な業務としております。

「HRサービス事業」は、コールセンター向け人材派遣・請負、事務・IT人材派遣、人材紹介等を主な業務としており

ます。「その他サービス事業」は、WebSPOサービス、海外支援サービスなど上記以外のサービスを主な業務としてお

ります。

(3) 報告セグメントの変更等に関する事項

当連結会計年度より、業績管理を強化する目的でグループ内の損益管理区分を変更したことに伴い、全社費用を

報告セグメントに配分しない方法に変更しております。

なお、前連結会計年度のセグメント情報については変更後の区分方法により作成しており、「３．報告セグメント

ごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報」の前連結会計年度に記載しておりま

す。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、棚卸資産の評価基準を除き、連結財務諸表作成において採用

している会計処理の方法と概ね同一であります。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

　 (単位：千円)

報告セグメント
合計SPOサービス

事業
BYSサービス

事業
HR サービス

事業
その他サービ

ス事業
計

売上高

外部顧客への売上高 13,897,181 4,455,447 4,598,285 33,257 22,984,171 22,984,171

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 13,897,181 4,455,447 4,598,285 33,257 22,984,171 22,984,171

セグメント利益 406,480 161,378 123,345 △2,891 688,312 688,312

セグメント資産 2,895,498 838,096 734,121 16,925 4,484,642 4,484,642

その他の項目

減価償却費 32,962 34,540 10,084 207 77,794 77,794

　のれん償却額 54,466 9,044 16,983 － 80,494 80,494

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

29,890 37,666 4,235 198 71,990 71,990

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

　 (単位：千円)

報告セグメント
合計SPOサービス

事業
BYSサービス

事業
HR サービス

事業
その他サービ

ス事業
計

売上高

外部顧客への売上高 13,360,734 7,554,377 5,156,930 83,731 26,155,773 26,155,773

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 13,360,734 7,554,377 5,156,930 83,731 26,155,773 26,155,773

セグメント利益 511,356 270,579 168,956 4,173 955,065 955,065

セグメント資産 2,777,786 1,059,700 830,577 31,076 4,699,140 4,699,140

その他の項目

減価償却費 22,218 36,848 8,527 246 67,840 67,840

　のれん償却額 23,995 5,221 18,281 － 47,498 47,498

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

5,423 33,766 767 12 39,969 39,969
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４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 688,312 955,065

全社費用(注) △179,797 △403,631

連結財務諸表の営業利益 508,514 551,434

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(単位：千円)

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 4,484,642 4,699,140

全社資産(注) 1,442,262 1,409,414

連結財務諸表の資産合計 5,926,904 6,108,555

(注) 全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社建物の設備等であります。

(単位：千円)

その他の項目

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 77,794 67,840 7,180 14,849 84,975 82,690

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

71,990 39,969 1,173 54,842 73,163 94,811

(注) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、基幹システム等の設備投資額であります。
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(関連情報)

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないた

め、記載はありません。

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないた

め、記載はありません。

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

　該当事項はありません。

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

　 (単位：千円)

報告セグメント
合計SPOサービス

事業
BYSサービス

事業
HR サ ー ビ ス

事業
その他サービ

ス事業
計

当期末残高 43,068 3,490 21,229 － 67,788 67,788

（注）のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

　 (単位：千円)

報告セグメント
合計SPOサービス

事業
BYSサービス

事業
HR サ ー ビ ス

事業
その他サービ

ス事業
計

当期末残高 21,618 8,919 6,832 　－ 37,370 37,370

（注）のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

１株当たり純資産額 308.39円 323.57円

１株当たり当期純利益金額 25.10円 25.48円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

24.96円 25.23円

　(注) １．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり
であります。

　

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(千円) 269,752 273,886

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る当期純利益(千円) 269,752 273,886

普通株式の期中平均株式数(株) 10,745,900 10,748,550

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 60,952 105,758

(うち新株予約権(株)) （60,952） (105,758)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

－

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度末
(平成25年３月31日)

当連結会計年度末
(平成26年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 3,322,883 3,513,587

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 8,971 28,937

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 3,313,911 3,484,650

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

10,745,900 10,769,300

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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